
3   医療費適正化の 構図 

" 点 
0  医療費の伸びの 最大の要因は 老人医療費の 増加であ り、 その背景 
には生活習慣病の 増大があ る O 国民の受療動向をみると、 
，現役 期 には，壮年期以降、 主として生活習慣病に 分類される疾患 
を 中心に、 加齢に伴って ，外来の受療率が 増加 

，老年期に入ると、 主として生活習慣病に 分類される疾患に 起因 す 
る 入院の受療率が ，おおむね 75 歳を境に顕著に 増加 

0  医療費の伸びを 適正化させるためには、 ライフサイクルを 通じて、 

・生活習慣病対策の 推進 

・医療機能の 分化・連携の 推進、 平均在院日数の 短縮 

・地域における 高齢者の生活機能の 重視 

を 一休 的 かっ計画的に 行 う ことが不可欠 
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@ 来 ・入院の受療率 ( 平成 ] 4 年患者調査 ) l 
0 現役 期 には、 壮年期以降、 主として生活習慣病に 分類される疾患を 中心に，加齢に 伴って、 外来の受療率が 増加 
0 老年期に入ると、 主として生活習慣病に 分類される疾患に 起因する入院の 受療率が、 おおむね 7 5 歳を境に顕著 
に 増加 
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年齢階級別受療率 ( 主として生活習慣病に 分類される疾患について ) 
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たり老人医療費二若人の 5 

総合的な生活習慣病対策の 推進 

①保険者と地域の 連携した一貫した 健康 

づくりの普及啓発 

②網羅的で効率的な 健診 

③ハイリスクバループの 個別的指導 
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 1 人 当たり老人医療費の 診療種別内訳 ( 全国平均との 差 ) 

～Ⅱ 14  甘 ～ 

0 「 人 当たり老人医療費は、 最大 ( 福岡県 ) と最小 ( 長野県 ) で約 30 万円 ( 約   
の 格差が存在しており、 都道府県格差の 約 7 割は入院医療費が 寄与している 

    
    

  二コその他 
  
  

  
    
  

  
入院外土調剤 : 

    口入院中食事 

      総数   
  

全国平均 : 73 万 6,512 円 

最高 : 福岡県 90 万 4,564 円   
一 20  1   

複比大長床高石豆鹿佳熊大沖山善 岡徳東兵愛愛 福富和宮茶神崎 福 青宮島 滋 岐阜 秋 三群 岩 茂山 静栃千 山新長 
岡海阪崎 鳥畑川部兜首本分縄目川虫 島京庫知媛 井山歌崎良案主島森城取質草根山車馬手拭 梨岡 木葉 形 浦野 
道 島 山 Ⅰ ll 
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都道府県別平均在院日数と 人口「 0 万 対 病床数 ( 参 考 ) 

/0 平均在院日数の 最高 ( 高知県・ 46.5 日 ) と最低 ( 長野県・ 20 ， 9 日 ) の格差は 2.2 倍 
0 人口「 0 万 対 病床数の最高 ( 高知県・ 2337 床 ) と最低 ( 神奈川県・ 878 床 ) の格差は 2.7 倍 
0 平均在院日数、 病床数とも老人医療費の 地域差と相関関係があ る 
平均在院日数 : 0. 7 2 5 病床数 : 0. 7       

平均在院日数の 全国平均 2 9, 2 日 

人口 1 0 万 対 病床数の全国平均 1 3 3 5 床 

      

      十 平均在院日数 ( 友輔 )   
  

  十人口 10 乃村病床数 ( 石勒 )@         
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叱責 岩宮 秋山 福茨栃群 椅子 東神 新富有福山長技 静愛三 磁束大兵祭礼鳥島岡広山 穂 香 愛高 福住衰態大宮廃油 
海燕手城田 形 烏城木馬玉葉東条 潟 山川井染野阜周知 重賀都 仮庵 良歌 敗根山島口島川 媛 邨岡 賀崎 本分時 児縄 
道 Ⅰ tl 山 島 

( 出所 ) 平均在院日数 : 厚生労働省大臣官房統計情報部「病院報告」 ( 平成 1 4 年 ) 
人口 1 0 万 対 病床数 : 厚生労働省大臣官房統計情報部「医療施設調査」 ( 平成 1 4 年 ) 、 「介護サービス 施設・事業所調査」 ( 平成 1 4 年 ) 
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生活習慣病受療率の 地域差 
( 参 考 ) 

0  老人の生活習慣病受療率には 2 倍以上の地域差が 存在している 
糖尿病 2.7 倍 心疾患 2.6 倍 脳血管疾患 2.4 倍 悪性新生物 2.3 倍 

( 人口 10 万 対 ) 0  老人の生活習慣病受療率と 老人医療費の 地域差には相関関係があ る 
糖尿病 0 ・ 65 心疾患 0.75 脳血管疾患 0 ・ 66 悪性新生物 0 ・ 44 
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資料出所 : 厚生労働省大臣官房統計情報部「患者調査」 ( 平成 14 年 ) 
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保険料の上限や 経済の伸びなどに 合わせて， 
自動的に医療費の 伸びを調整することは 可能か 

    

平成 14 年改正時の案 ( 医療制度改革試案 : 平成 13 年 9 月 25 日 ) 
  

高齢者医療制度の 持続可能性を 確保するため、 老人医療費の 伸びが経済の 動向と大 

きく乖離しないよう、 その伸び率を 抑制する仕組みの 新たな導入を 検討したが、 様々 

l な 意見があ り導入に至らず     

米 当時の案は全国一律で 以下のような 仕組みを導入することであ った。 

①老人医療費の 伸び率の目標値の 設定 

②目標値を踏まえた 診療報酬の合理化、 保健事業の推進等による 医療の効率化等の 推進 

③目標を超過した 場合の措置 ( 診療報酬の調整 ) 

一 Ⅰ 7 一 



給付費の伸び 率を GDP の伸び率以下に 抑制することについては、 人口の高齢化や 
技術進歩等に よ る伸びが避けられないため、 GDP の大幅な上昇がなければ、 困難。 

(1 ) 仮に給付費そのものを 抑制する場合、 単純に推計すれば ， 2025 でに。 4 
珂 0  ・ ち   1 Ⅰ " 5 9 兆円 づ 3 Q 兆円 ) を行わなければならず ， 、 え ナ 二 

利用者負担を 求めることになる ( 仮に給付削減分を 自己負担の引き 上げのみ 
で 賄 う とした場合、 現在実質 1 5% の自己負担率を 2. 5 倍～ 3 倍程度引き 
上げることになる。 ) 

また，仮に給付削減分の 医療費を何らかの 形で抑え込んだ 場合、 ま の 
水準が低下する 恐れがあ る。 

(2) 仮に診療報酬の 単価引き下げにより 対応する場合、 

の 医療費抑制のための " 珍 もしくは収入最大化のためのし 珍枯 ・ 

おそ 土 ， ( 医療の質の低下 ) 

②良質な医療を 効率的に供給する 医療機関も乱 診濫 療を行った医療機関と 同 
様に診療報酬が 引き下げられ ， 、 公 ， 感 生 、 ( 一律に調整することは 不 

平等 ) 等 

  

( 参考 ) 1. 病院の予算上限をあ らかじめ定めてその 枠内で支出を 管理する方策をとったイギリスでは、 入院   
2001 年時点で対 GDP 比 7. 5% の医療費を 2007 年度には 9. 4% に引き上げる 計画を発表。 ) 
2, フランスにおいては、 目標超過時の 開業医に対する 一律の医療費返還義務に 違憲判決が出たため 
に ，実際に返還されず ，開業医の医療費抑制に 対して事実上拘束力なし。 
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諸外国においてもさまざまな 医療費適正化の 取組が行われてきて ぃ 

るが、 短期的な取組のみならず ，医療費の伸び 自体を適正化する 中 

長期的な取組が 必要になっている。 
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( 参考 ) これまで議論されてきた 医療費の適正化対策 

日本型参照価格制度， OTC ( 一般用医薬品 ) 類似 薬 ( ビタミン剤等 ) 
の 扱いや免責制など 公的保険給付の 内容及び範囲の 見直し、 老人医療費 
の 伸び率管理制度 
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OECD 諸国における 医療費適正化の 取組 
(O 三 CD 報告書 7 世界の医療制度改革 几 2004 年 ) 等 ) 

く 報告書による 結論 ノ 

0  医療費適正化は、 各国共通の喫緊の 課題 
の 増大は、 90 年代にほとんどの OECD 諸国において、 平均的な経済成長の 水準を上回っている 

0  各国においては、 価格、 供給等に関する 予算上，行政上のさまざまな 措置を組み合わせる 形で対処 
0  これらの取組 は 、 医療費増大のぺ ー スを緩やかにする 短期的効果はあ ったが、 一般的には医療費増大に 対す 
る 根木的な解決策となっていない 

主な取組 採用 国 の 机 報告書等で指摘されている 主な問題点 
  

公定価格による 規制 各国 0  過剰投与・診療を 誘発する可能性 
0  高価格サービスや 価格規制対象覚に 移行する可能性 
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リシア、 伊、 ポルトガル等 )   

総枠 予算 制等 

0  過度の受診抑制・ 患者選別の恐 れ 

0  予算上 限 一杯までの支出を 誘発し、 非効 率な 医療提供を 英 ， 独 、 仏、 ザンマーク、 
ニュージーランド、 カナダ等 細 "' 

0  目標値を上回った 場合に合理的な 調整； モ目ョ菓伎 

患者一部負担引き 上げ 各国 め
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